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農地の区画や形質を変更することなくイベント会場等として一時的に利用

する場合の農地転用の取扱いについて（技術的助言） 

 

 「令和３年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和３年 12 月 21 日閣議決

定）を踏まえ、農地の区画形質の変更を伴うことなく地域振興イベント等に農地を

活用した場合の農地転用の取扱いに係る考え方を、下記のとおり地方自治法（昭和

22 年法律第 67 号）第 245 条の４に基づく技術的助言として取りまとめましたので、

制度の適切な運用の参考としてください。 

 （また、貴管内の都道府県知事に対しては、別途通知済みであるので、申し添え

ます。） 

（また、このことについて、内容を御了知の上、貴職から貴管内の市町村長及び

農業委員会に対して周知していただきますようお願いいたします。） 

 

 

記 

 

１ 農地転用に該当しない場合について 

農地を農地以外のものにする行為（以下「農地転用」という。）とは、耕作の目

的に供される土地を耕作の目的に供される土地以外の土地にするための全ての事

実行為が該当する。 

このため、農地を住宅用地、工場用地、道路等の用途に転換する場合はもとよ

り、農地の区画や形質に何ら変更を加えずに資材置き場や駐車場として利用する

場合や、火薬庫等の危険物取扱施設の周辺の保安用地の敷地とする場合であって

も、耕作の目的に供し得ない状態にするときは、その期間の長短にかかわらず、

原則として農地転用に該当する。 



 ただし、農地では耕作を目的とした利用を行いつつ、当該利用に支障が生じ得

ない範囲で副次的に農地を耕作の目的以外の目的に利用する場合、すなわち、①

農地の区画や形質を変更することなく、②１日～２日間程度のごく短期間のみ利

用するものであって、③その利用が終了すれば直ちに耕作可能な状態となること

が明白な場合については、農地転用に該当しないと取り扱っても差し支えない。 

  この場合の例としては、次のようなものが考えられる。 

① 農業収穫体験と合わせ、農地に容易に撤去できるテント・パイプ椅子・テー

ブル等を設置し、その農地で収穫された農作物の加工や飲食等を行う場合 

② 冬期の積雪期間や不作付期間に、地域の郷土行事（どんど焼き、もぐら打ち

等）を行う場合 

③ 作付け交替期等において運動行事（泥んこ運動会等）を行う場合 等 

 

２ 農地転用に該当する場合について 

 短期間の利用であっても、耕作の目的以外の目的に利用するために区画形質に

変更を加える場合や、農地に容易に撤去できない構築物（プレハブ施設、ステー

ジ等）を設置する場合、イベント等の開催が常態化することにより、通常耕作の

目的に供される期間においてもその利用が行われず、又は、将来的にも耕作に供

されなくなるような場合には、農地転用に該当するものと解される。 

 

３ 農業委員会への事前相談について 

 農地をイベント等に利用する場合、その利用の状態によっては、１及び２のと

おり、農地転用に該当する場合としない場合があることから、あらかじめ農業委

員会に相談するよう周知徹底することが望ましい。 

 

４ 農業振興地域制度の取扱いについて 

 農業振興地域の整備に関する法律（昭和 44 年法律第 58 号）第８条第２項第１

号に規定する農用地区域内の土地を農用地等以外の用途に供する場合には、農用

地利用計画の変更が必要となるが、農地の区画や形質を変更することなく利用

し、短期間のうちに農地として原状回復がなされ、農業上の利用に支障がない場

合には、農用地区域内の土地のまま行うこととして差し支えない。 

 

５ イベント等の終了後の取扱いについて 

 イベントの終了期間を過ぎてもなお、イベント資材の撤去が行われないなど、

速やかに耕作の目的に供されない場合には、農業委員会において、農地所有者等

に必要な指導を行い、当該指導に従わず当該土地の農業上の利用に支障を生ずる

ような場合には、違反転用事案として農地転用許可権者に速やかに報告するとと

もに、必要に応じて農地法（昭和 27 年法律第 229 号）第 51 条に基づく違反転用

の措置をとる必要があることに留意されたい。 


